
 

 

 

原油先物約 3％安、ＯＰＥＣプラス追加減産観測が後退 

２５日の取引で、原油先物が約３％下落。石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）とロシアなど非加

盟産油国で構成する「ＯＰＥＣプラス」が６月の会合で新たな措置は発表されないという

ロシアのノバク副首相が示した見通しが材料視された。 

清算値は、北海ブレント先物は２．１０ドル（２．７％）安の１バレル＝７６．２５ド

ル、米ＷＴＩ先物は２．５１ドル（３．４％）安の７１．８３ドル。 

北海ブレント、ＷＴＩはともに一時３ドル強下落していた。 
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原油が反落、ロシアが減産を否定 金は続落 

26日朝方の国内商品先物市場で、原油は反落して取引を始めた。取引量が多い 10月物は

1キロリットル 6万 2560円と前日の清算値に比べ 1570円安い水準で寄り付いた。石油

輸出国機構（OPEC）とロシアなど非加盟産油国で構成する「OPECプラス」は 6月の会

合で、新たな措置を発表しないだろうとロシアのノバク副首相が述べたと伝わった。原油

需給の引き締まり観測が後退し、売りが優勢となっている。 

ロイター通信がロシア通信社などの報道を引用する形で報じた。ノバク氏は、OPECプラ

スの一部が 5月から自主減産していることを踏まえ「新しいステップがあるとは思えな

い」と述べたという。金は続落している。中心限月の 2024年 4月物は 1グラム 8720円

と前日の清算値に比べ 39円安い水準で寄り付いた。25日にニューヨーク金先物相場が下

落した流れを引き継いだ。米長期金利がおよそ 2カ月半ぶりの水準に上昇し、金利のつか

ない実物資産を裏付けとする金先物には売りが優勢だった。 

白金は反発し、中心限月の 24年 4月物は 1グラム 4499円と同 29円上回る水準で取引

を始めた 
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国際線、再生航空燃料 1 割に 石油元売りに 30 年義務付

け 

経済産業省は 2030 年から、日本の空港で国際線に給油する燃料の 1 割を再生航空燃料

（SAF）にすることを石油元売りに義務付ける。自動車に比べ航空機は電動化が難しく、脱

炭素に向け植物や廃油からつくる SAF の利用が広がる。世界でも供給量は燃料消費の

0.03%で、国産化支援など調達が課題になる。 
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経産省が近く官民協議会に案を示す。23年度中にエネルギー供給構造高度化法（エネ高度

化法）の政令改正を目指す。 

脱炭素を促す政策は電気自動車（EV）の促進など、補助金を通じて企業に対応を促すこと

が多かった。今回はガソリン車の販売を規制するといった欧州の手法に近い。 

事業者に迅速な対応を促せる利点がある。政府は今後、他の産業でも同様の施策を検討する。 

石油元売りに対し販売する航空燃料の 1割を SAFにするよう法律で定める。罰則も検討す

る。国際線を発着する日本の航空会社にも国土交通省に出す脱炭素の事業計画に SAF を 1

割利用すると明記するよう求める。政府は国内で使う航空燃料の 1割の年 170万キロリッ

トル程度を SAFにすると想定する。SAFは原料となる植物などが二酸化炭素（CO2）を吸

収するため、通常のジェット燃料に比べ排出量を 7〜9割抑えられるとみなす。 

国際エネルギー機関（IEA）によると 21 年の航空業界からの CO2 排出は世界で約 7 億ト

ンあり、全体の 2%を占める。 

国連の専門組織、国際民間航空機関（ICAO）は 50 年に国際線の排出を実質ゼロにする目

標を掲げる。燃料をすべて SAF にしても現状に比べて 1〜3 割の排出は残る。電動化や水

素を燃料として使うといった開発も必要になる。 

課題は調達とコスト低減だ。SAF は従来の航空機で使えるメリットが大きいが、価格がジ

ェット燃料の 2〜5 倍とまだ高い。世界全体の 20 年の SAF の供給量は年 6 万キロリット

ルと、ジェット燃料の 0.03%程度しかない。日本での生産はほとんどなく、日本の航空会



社はフィンランドなどからの輸入に頼っている。 

全日本空輸（ANA）は 30 年度に 10%以上、日本航空（JAL）は 25 年度に 1%、30 年度

に 10%を SAFにする計画だ。国内の生産体制の整備はこれからだ。三菱商事と ENEOSホ

ールディングスは 27 年にも年数十万キロリットルの供給網を国内でつくることを目指し

ている。IHIやユーグレナ、ホンダも藻を使った SAFを開発している。 

政府は脱炭素に向けて新たに発行する「GX（グリーントランスフォーメーション）経済移

行債」で事業者を支援する。 

石油会社だけでなく、原料となる植物を育てる農家や、廃食油を集める事業者を支援する案

がある。SAF の製造コストを抑えるため、海外から輸入する原料の関税引き下げも検討す

る。各国も対応を急ぐ。米国は 30 年に航空燃料の 1 割を SAFにする目標を掲げ、インフ

レ抑制法（IRA）で生産にかかる税を控除する。欧州連合（EU）は燃料事業者に 30年に 6%

を SAFにすることを義務付ける。 

ICAO は加盟する航空会社に 24 年以降の排出量を 19 年比で 15%減らす義務を課してい

る。達成できなければ CO2の排出枠を購入する必要がある。現段階で有効とされる SAFの

導入や調達の遅れは経営を圧迫する要因になりかねない。 
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ENEOS 耐久レースにグリーン電力導入 
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アマニ油・キリ油 国際市況が底入れ 
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